
港区の給与・定員管理等について
1.総括

（1）人件費の状況（普通会計決算）

区    分
住民基本台帳人口

（平成25年4月1日現在）

歳 出 額
（A）

実質収支
人 件 費

（B）
人件費率

（B/A）
（参考）

23年度の人件費率
人 千円 千円 千円 ％ ％

232,786 100,128,063 691,852 20,164,587 20.1 20.3
（注）　人件費には、特別職（区長、区議会議員等）に支給される給料、報酬等も含まれています。

（2）職員給与費の状況（普通会計決算）

人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

2,015 7,474,067 2,753,247 3,052,249 13,279,563 6,590 6,924

（注）1　職員手当には、退職手当は含まれていません。
        2　職員数は、「地方公務員給与実態調査」による平成24年4月1日現在の普通会計に属する職員の人数です。
        3  給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が含まれており、
          職員数には当該職員は含まれていません。
        4　給与費欄については、1,000円未満切り上げのため各項目の合計と計（Ｂ）が一致しない場合があります。

（3）特記事項
（給与減額の状況）

（その他）

平成　24　年度

平成　24　年度

区    分
職 員 数

（A） 給料

給与費
1人あたりの
給与費 （B/A）期末・勤勉手当 計 （B）職員手当

（参考）特別区平均
1人当たり給与費

抑制済又は減額措置の内容

国の要請を踏まえた減額措置の取組 減額実施期間又は減額を実施していない場合はその理由

なし

・地方公務員の給与は、各自治体が自主的に決定すべきものであること。
・特別区はこれまで、総人件費削減などの行財政改革に、極めて熱心に取り組んでき
ており、今後も人事・給与制度を不断に見直し、行財政改革に精力的に取り組んでいく
考えである。



（4）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）

（注）1　ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数です。
　 　 2  「参考値」は、国家公務員の時限的な（2年間）給与改定特例法による措置が無いとした場合の値です。

（5）給与改定の状況
①月例給

円 円 円 ％ ％

406,788 407,376 △ 588 △ 0.14 △ 0.14

（注）　「民間給与」、「公務員給与」は、人事委員会勧告において公民の4月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与月額です。

②特別給

月分 月分 月分 月分 月分 月分

3.97 3.95 0.02 改定なし 3.95 3.95

民間給与
（A）

改定なし

（参考）国の改定率公務員給与
（B）

較　差
（A-B）

勧　告
（改定率）

特別区人事委員会の勧告
給与改定率

特別区人事委員会の勧告
民間の支給割合

（A）
公務員の支給

月数　（B）
較　差
（A-B）

勧　告
（改定月数）

区    分

（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び
　　　勤勉手当の年間支給月数です。

年間支給月数

平成　25 年度

（参考）国の年間
支給月数

平成　25　年度

区    分

（H20.4.1） 102.0  （H20.4.1） 102.1  

（H20.4.1） 98.3  

（H25.4.1） 108.2  （H25.4.1） 108.2  
（H25.4.1） 106.6  

（H25.4.1） 

※参考値 99.9  

（H25.4.1） 

※参考値 100.0  （H25.4.1） 

※参考値 98.5  

（H25.7.1） 107.8  （H25.7.1） 108.0  

（H25.7.1） 104.0  
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港区 特別区平均 全国市平均 



2　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（1）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（平成25年4月1日現在）
①一般行政職

区　分 平均年齢

港　　区 42.3歳
東京都 41.9歳

国 43.1歳

特別区平均 42.5歳 403,409円

平均給与月額
（国ベース）

390,936円
406,474円

　 376,257円
（405,463）円

325,508円

平均給与月額

450,217円
458,619円

445,802円

平均給料月額

320,351円
329,002円

　 307,220円
（332,446）円



②技能労務職
参　考

港区 49.6歳 259人 308,676円 422,558円 383,869円 - - - -

うち清掃職員 46.7歳 106人 306,162円 454,086円 387,114円 廃棄物処理業従業員 44.6歳 290,600円 1.56

うち学校給食員 51.0歳 29人 301,731円 389,710円 373,120円 調理士 40.2歳 286,000円 1.36

うち守衛 57.2歳 11人 310,600円 407,845円 375,876円 守衛 58.7歳 260,700円 1.56

うち用務員 50.0歳 80人 301,754円 388,698円 371,288円 用務員 53.7歳 202,700円 1.92

うち自動車運転手 53.4歳 16人 341,469円 442,291円 420,608円 自家用乗用自動車運転手 53.5歳 318,700円 1.39

うちその他 54.8歳 17人 336,665円 432,329円 412,205円 - - - -

47.4歳 1619人 302,576円 406,213円 370,474円 - - - -

49.9歳 3272人
272,119円

（286,850円）
-

309,534円

（325,400）円
- - - -

49.0歳 365人 305,850円 412,238円 379,788円 - - - -

港区 - - -

うち清掃職員 6,940,632円 3,980,600円 1.74

うち学校給食員 6,129,920円 3,750,800円 1.63

うち守衛 6,401,740円 3,576,400円 1.79

うち用務員 6,112,076円 2,809,400円 2.18

うち自動車運転手 6,953,392円 4,386,700円 1.59

うちその他 6,783,848円 - -

＊技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではありません。

公務員
（C）

国

特別区平均

民間
（D）

C/D

A/B
平均給与月額

（B）
平均年齢

対応する民間の
類似職種

＊年収ベースの「公務員（C）」及び「民間（D）」のデータは、それぞれ平均給与月額を12倍したものに、公務員においては前年度に支給さ
れた期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値です。

参考

年収ベース（試算値）の比較

＊民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用しています。（平成22年～平成24年の3ヶ年平均）

区　分

民間公務員

平均年齢

東京都

平均給料月額
区　分 平均給与月額

（国ベース）
平均給与月額

（A）
職員数

＊「平均給料月額」とは、平成25年4月現在における各職種ごとの職員の基本給 
の平均です。 
＊「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居 
手当、時間外勤務手当などの諸手当を合計したものであり地方公務員給与実態 

調査において明らかにされているものです。また「平均給与月額（国ベース）」は、 
国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手当が 



③教育職（幼稚園教育職員）
区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

港区 38.5歳 331,697円 435,331円
東京都 41.2歳 350,213円 445,556円
特別区平均 38.8歳 332,838円 436,075円

（注）1　「平均給料月額」とは、平成25年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

        4　教育職における東京都のデータは、小中学校教育職員の平均値です。

（2）職員の初任給の状況（平成25年4月1日現在）
港　区 東京都 国

大学卒 181,200円 181,200円
172,557円

（181,200）円

高校卒 143,000円 142,700円
133,418円

（140,100）円

技能労務職 高校卒 134,900円 137,200円 -

大学卒 193,000円 - -

高校卒 175,700円 - -

（注）　国家公務員欄における括弧書きは、給与改定特例法による措置がないとした場合の値（減額前）

（3）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成25年4月1日現在）
経験年数10年 経験年数15年 経験年数20年

大学卒 273,275円 327,514円 370,565円
高校卒 226,700円 247,700円 294,663円

技能労務職 高校卒 216,200円 254,333円 285,000円
（注）1　経験年数とは、卒業後直ちに採用され引き続き勤務している場合は、採用後の年数をいいます。
　　　2　前職等のある場合は、特定の基準により採用後の年数に加えます。
　　　3　技能労務職の経験年数10年は、対象者が少数のため、経験年数11年の数値です。

区　　分

一般行政職

        2　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの
        すべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。
        また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、特殊勤務手当等の手
        当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再計算したものです。

区　　分

教育職
（幼稚園教育職）

一般行政職

        3　国家公務員欄における「平均給料月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定特例法に
        よる措置がないとした場合の値（減額前）である。



3　一般行政職の級別職員数等の状況
（1）一般行政職の級別職員数の状況（平成25年4月1日現在）

区　分 職員数 構成比
1号給の
給料月額

最高号級の
給料月額

1級 59人 5.1% 138,400円 305,800円

2級 280人 24.1% 166,100円 339,800円

359人 30.8%

（35人） （72.9%） 195,600円 370,800円

325人 27.9%

（8人） （16.7%） 219,900円 412,200円

5級 59人 5.1% － 434,400円

59人 5.1%

（2人） （4.2%） 256,400円 447,900円

12人 1.0%

（1人） （2.1%） 284,500円 461,400円

11人 0.9%

（2人） （4.2%） 337,800円 519,500円

（注）1　職員数は、「港区職員の給与に関する条例」に基づく給料表の級区分によるものです。
        2　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。
        3　税務職・福祉職は含まれていません。
        4　四捨五入の関係で、構成比の内訳は合計と一致していません。
        5　（　）内は、再任用職員であり、外数です。

標準的な職務内容

2級から8級までの職務の級に属さない職員の職務
相当高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

6級

係長・担当係長又は主査の職務

3級 主任主事の職務

総括係長の職務

7級 統括課長の職務

4級

課長の職務

8級 部長の職務



1級 5.1  1級 5.9  
1級 8.6  

2級 24.1  2級 23.8  
2級 22.1  

3級 30.8  
3級 27.7  3級 22.3  

4級 27.9  
4級 30.0  

4級 32.0  

5級 5.1  
5級 5.3  5級 7.9  
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平成25年の構成比 1年前の構成比 5年前の構成比 

8級 
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3級 

2級 

1級 

8級 0.9 
8級 1.3 

7級 0.9 

6級 5.2 

8級 1.5 

6級 4.2 

7級 1.0 

6級 5.1 
7級 1.4 



（2）昇給への勤務成績の反映状況

（注）1　総職員数には、一般行政職、技能労務職の他、医療職、福祉職等を含み、幼稚園教育職員、指導主事、
　　　　　再任用職員、再雇用職員は含まれません。
　　　2　「最上位」および「上位」の職員は、標準（4号昇給）の職員と比べて「最上位」は2号、「上位」は1号拡大さ
　　　　　れた昇給幅が付与されています。

総職員数（A） 比率（B/A）

平成24年度 1,805人 34.0%

勤務成績の区分が「最上位」（6号昇給）または「上位」
（5号昇給）により昇給した職員数　（B）

614人



4　職員の手当の状況

（1）期末・勤勉手当
区　　　分

期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当 期末手当 勤勉手当
2.60月分 1.35月分 2.60月分 1.35月分 2.60月分 1.35月分
（1.45月分） （0.65月分） （1.45月分） （0.65月分） （1.45月分） （0.65月分）

加算措置の状況

（注）（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

　勤勉手当は、勤務成績の評定結果に基づき、一定の割合（成績率）を乗じ支給額を決定します。
平成14年度より幹部職員のみ適用してきましたが、平成20年度からは一般職員にも適用しています。
成績段階による成績率は、下記のとおりです。

最上位 上位 中位 下位 最下位
管理職 980/1000 965/1000 955/1000
係長級 990/1000 975/1000 965/1000
主任級 995/1000 980/1000 970/1000
係長以外 1000/1000 985/1000 975/1000
※成績段階が下位及び最下位の者が拠出する額（係長級以上はさらに一律拠出額を加えた額）を上位及び最上位の者に分配します。

（2）退職手当（平成25年4月1日現在）

自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨 自己都合 定年・勧奨
勤続20年 22.33月分 30.83月分 23.75月分 28.50月分 23.03月分 28.7875月分
勤続25年 31.33月分 40.41月分 31.83月分 37.50月分 32.83月分 38.955月分
勤続35年 46.91月分 55.98月分 46.58月分 52.00月分 46.55月分 55.86月分
最高限度額 47.08月分 55.98月分 46.66月分 52.00月分 55.86月分 55.86月分

支給の都度区長が定める※

3,455,813円

支給の都度区長が定める※

東京都 国

定年前早期退職者に対する特例措置（2％～20％加算）

3.95月分（2.10月分）
期末・勤勉合計

3.95月分（2.10月分）

支給の都度区長が定める※

支給の都度区長が定める※

平成24年度
支給割合

期末・勤勉合計 期末・勤勉合計
3.95月分（2.10月分）

港区

24,109,238円

国港　　区 東京都
1人当たり

平均支給額（24年度）
1,682千円 1,617千円

区分

役職等による加算措置有

その他の
加算措置

1人当たりの
平均支給額

（平成24年度）



（3）地域手当（平成25年4月1日現在）
1,498,995千円

715,853円
支給対象地域 支給率 支給対象職員 国の制度（支給率）
港区 18.0% 2,093人 18.0%
箱根町 0.0% 1人 0.0%

（4）特殊勤務手当（平成25年4月1日現在）

手当の名称

（5）時間外勤務手当
592,672千円

428,851円
649,532千円

467,289円

119,794円

左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（平成24年度）
手当の種類（手当数）

主な支給対象職員 主な支給対象業務

19,886千円
支給職員一人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

防疫等業務手当

支給実績（平成24年度決算）

8.40%

7

福祉事務所に勤務する訪問員、指導員等
生活保護法、身体障害者福祉法等に定め
る業務を行うための家庭訪問

保健所に勤務する職員
放射線業務従事
手当

支給実績（平成24年度決算）
支給職員1人当たり平均支給年額（平成24年度決算）

支給対象業務に従事した職員

公害検査業務
手当

特定危険現場業務
手当

訪問指導業務
手当

支給職員1人当たり平均支給年額（平成24年度決算）
支給実績（平成23年度決算）

有害物等取扱
手当

清掃事務所に勤務する職員 廃棄物の処理を直接行う業務等

日額220円

エックス線操作の業務

支給職員1人当たり平均支給年額（平成23年度決算）

日額470円

支給実績（平成24年度決算）

保健所に勤務する職員 有害な薬物を使用した試験等

清掃業務手当

日額240円～410円
建築物等の建設現場における工事監督又
は検査の業務等

日額650円

日額310円

日額700円

保健所に勤務する職員
感染症予防法に定める感染症等の患者等
に接触する業務

日額310円～670円

公害行政を主管する課に勤務する職員
大気汚染防止法等に基づく公害の検査業
務



（6）その他手当（平成25年4月1日現在）

配偶者 13,700円 異 金額 　13,000円
配偶者以外2人まで 5,500円 異 金額　　6,500円
その他 5,500円 異 金額　　6,500円
16歳～22歳の子の加算 4,000円 異 金額　　5,000円
扶養親族　有 8,800円
扶養親族　無 8,300円

部長 128,600円
統括課長 105,800円
課長 91,100円
幼稚園園長 91,400円
幼稚園副園長 64,700円

手当名 内容及び支給単価

扶養手当

住居手当

運賃相当額
（支給限度額  1ヶ月につき55,000円）

同通勤手当

異

管理職手当

100,845円

187,805円

1,099,695円

128,578千円

368,661千円

126,465千円

　　　　　　　　　　　　

195,077円148,454千円

支給職員1人当たり
平均支給年額

（平成24年度決算）

支給実績
（平成24年度決算）

国の制度と異なる内容国の制度との異同

（支給限度額）
賃貸住宅　　27,000円



5　特別職の報酬等の状況（平成25年4月1日現在）

（最高額） （最低額）
区長 1,248,000円 964,800円

副区長 1,009,000円 772,200円
議長 956,000円 857,300円

副議長 813,000円 743,000円
議員 621,000円 584,100円
区長

副区長 6月期 1.50月分
議長 12月期 1.55月分

副議長 3月期 0.25月分
議員 計 3.30月分

区長 22,380千円
副区長 14,400千円

　　　2　期末手当の支給割合は、平成24年度に支給された割合です。

任期満了時

報酬
610,000円

期末手当

給料月額等

1,119,000円
給料

900,000円

勤続期間1年につき　400/100

900,000円

（注）1　退職手当の「1期の手当額」は、4月1日現在の給料月額および支給割合に基づき、1期（4年＝48月）勤めた場合における
          退職手当の見込み額です。

（参考）特別区における最高・最低額
区　　　分

1期の手当額
退職手当

勤続期間1年につき　500/100

支給時期
（算定方式）退職の日における給料月額
に次に掲げる割合を乗じて得た額

779,000円



6　職員数の状況

（1）　部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年4月1日現在）（単位：人）

平成24年 平成25年 対前年比 主な増減理由
議    会 14 14 -

総務・企画 499 483 △ 16 運営体制の見直し、人員配置の変更（再任用職員の活用）等

税    務 69 66 △ 3 人員配置の変更（再任用職員の活用等）

民    生 615 600 △ 15 運営体制の見直し、人員配置の変更（再任用職員の活用）等

衛    生 272 272 -

商    工 19 19 -

土    木 212 209 △ 3 運営体制の見直し、人員配置の変更（再任用職員の活用）等

計 1,700 1,663 △ 37
316 311 △ 5 運営体制の見直し、人員配置の変更（再任用職員の活用）等

- - -

40 40 -
38 39 1 人員配置の変更（再任用職員の減）

11 9 △ 2 人員配置の変更（再任用職員の活用等）

　　　2　（　）は再任用職員（短時間勤務職員）および再雇用職員で外数です。

教育部門

公営企業等
会計部門

2,016

（150）
1,974

（132）
△ 42

（△ 17）
国保事業

介護保険事業
後期高齢者医療事業

小　　　計

合        計

（注）1　職員数は、一般職に属し、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員（一部事務組合派遣を除く）等を含み、
　　　　　臨時・非常勤職員を除いています（地方公共団体定員管理調査報告数値）。

増　減　状　況職員数区　　分
部　　門

消防部門

小　　　計

一般行政部門

普通会計部門

89

（4）
88

（4）
△ 1
（0）

2,105

（154）
2,062

（136）
△ 43

（△ 17）



（2）年齢別職員構成の状況（平成25年4月1日現在）

20 20 24 28 32 36 40 44 48 52 56 60

歳 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 歳
未 23 27 31 35 39 43 47 51 55 59 以
満 上

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳
区　分 ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ 計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上
人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人
3 53 185 199 185 183 226 257 272 274 211 166 2,214

職員数

（注）　再任用職員、再雇用職員を含みます。
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（3）職員数の推移

　　　　（各年4月1日現在）（単位：人・%）
年度

部門別
1,824 1,782 1,750 1,721 1,700 1,663 △161（△8.8%）

391 358 347 343 316 311 △80（△20.5%）
- - - - - - -

2,215 2,140 2,097 2,064 2,016 1,974 △241（△10.9%）

85 88 87 88 89 88 3（3.5%）
2,300 2,228 2,184 2,152 2,105 2,062 △238（△10.3%）

（注）1　各年における地方公共団体定員管理調査において報告した部門別職員数です。
　　　2　「過去5年間の増減数（率）」とは、平成20年に対する平成25年の数値となります。

平成25年平成22年 平成24年
過去5年間

の増減数（率）
平成23年平成20年 平成21年

総合計

一般行政
教育
消防

公営企業等会計
普通会計計


